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令和 5年度税制改正と
今後の展望

老後に係る私的年金や退職金税制、

課税逃れの減資に対応する外形標

準課税等のあり方を引き続き検討
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NISA制度の抜本的拡充・恒久化、研究開発税制の見直し、相続時精算課税制度及び暦年

課税制度の見直しやインボイス制度の負担軽減措置の導入等が盛り込まれた令和 5年度税制

改正。本誌は、自民党税制調査会の宮沢洋一会長に単独インタビューを行い、主な改正項目

の趣旨やポイントのほか、次年度以降の改正の見通しなどを聞いた。

(*このインタビューは令和 5年 2月 6日 に行いました)

Ql  令和 5年度税制改正を振り返

り、率直な感想をお聞かせください。

>大きな成果が出た税調

令和 5年度税制改正は、年度改正としても大

きな項目があり、さらに防衛力強化に係る税財

源の確保も必要だろうと思っていましたので、

昨年の 9月 頃から、久しぶりに “重い"税調

(自 民党税制調査会)になると感じていました。

毎年11月 中旬頃までに、その年の税制改正に

関してマスコミからインタビューを受けます。

例年はまず初めに、今年の税調で議論するポイ

ントを聞かれますが、今回に限っては「防衛力

強化に関する税財源はどうするのか」が最初の

質問で、今までにないインタビューでした。案

の定、大変忙しい税調となりました。

例えば、所得税ではNISA制 度の抜本的拡

充・恒久化、相続税 0贈与税では相続税の基礎

控除引下げ (平成25年度改正)以来の大きな改

正となりました。法人税関係でも、時代が大き

く動 くなか、「日本の活力を取 り戻すには」、
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「DXに対応するには」、「人への投資につなげ

るには」といった、様々な観点で議論をしまし

た。車体課税 (エコカー減税)でも、今後 3年

にわたる方向性を示すことができました。こう

した年度改正の項目については、12月 10日 前後

にその内容はほぼ固まっていました。しかし、

12月 16日 まで議論を続け、防衛力強化に係る 1

兆円を越える税財源の大枠を示し、残りは今年

の税調で結論を出すことにしました。大きな成

果が出たと思っています。

Q2 研究開発税制の特月J試験研究費

に係る税額控除制度では、博士号取得者等

の人件費を対象としました。趣旨は何で

しようか。

>国内の優れた人材活かす制度を

これまでも企業に対して、「国内への投資を

増やして欲しい」と言い続けてきましたが、正

直なかなか成果が出ませんでした。一方、企業

からすれば、国内の市場が縮小していくのであ
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れば、国内への投資に二の足を踏むことも事実

かと思います。やはり日本経済が今後も更に成

長すると信じてもらう、そのための政策を行う

必要があります。

日本には優れた人材がたくさんいることを多

くの方に理解してもらうことが大切です。日本

では、博士号を取得している研究職の方でも、

その経験を充分に活かせる職場につくことが難

しい実態があります。また、博士号を取得して

も、それ以外の修士号等の方とそれほど給与の

差もないといった問題もはらんでいます。そう

した方が、自信をもって働くことができる制度

をつくらないといけません。こうした観点か

ら、今回の改正で博士号取得者等の雇用に関す

る措置をとりました。

Ｑ
拗
さい。

3 インポイス制度に負担軽減措置
導入されました。背景をお聞かせくだ

>制度開始後に問題出れば更なる対応も

平成28年度改正で、消費税の軽減税率制度及

びインボイス制度の法律を整備しました。イン

ボイス制度の開始まで相当の準備期間があり、

当初から、市場から免税事業者が排除される状

況を避けるために、経過措置として最初の 3年

間 (令和 8年 9月 末まで)は仕入れの 8割、そ

の後さらに3年間 (令和11年 9月 末まで)は 5

割を控除できる制度も入れました。

インボイス制度の開始が日前となり、様々な

ご意見をいただきました。インボイス制度は、

大きな経済的変革をもたらすと思っていますの

で、できるだけそうした声には対応させていた

だくということで、今回いくつかの措置を入れ

ました。免税事業者が課税事業者に転換しやす

いよう納税額を売上税額の 2割に軽減する「2

割特例」、課税売上高 1億円以下等の事業者の

少額取引 (1万円未満)は帳簿のみの保存を認

める措置です。また、売主負担の振込手数料等

の少額な返還インボイスの交付を不要とするな

ど、制度を改善しました。

インボイス制度開始後も、問題が出るのであ

ればさらに使い勝手を良くし、法改正が必要で

あれば次の税調での対応もやぶさかではありま

せん。インボイス制度が円滑に導入されること

を心から願っています。

Q4資 産課税では、「本目続日寺米青算課

税制度の使い勝手の向上」、「暦年課税制度

における相続前贈与の加算期間の延長」が

盛り込まれました。

>相続前贈与の加算期間を7年に

我が国は、贈与税では比較的高い税率をかけ

ており、一般の方にとっては贈与がしにくい税

制と言えます。一方、贈与税が40%(基礎控除

後の課税価格が1,000万 円以下)等の税率で課

される場合でも、最終的に相続税が55%の税率

(法定相続分に応ずる取得金額が 6億円超)で

課される一部の資産家にとっては、贈与をした

方がまだ税負担が低いとして、いわば節税的に

贈与を行っている面があります。

贈与がしにくいという点に関しては、平成15

年度改正で相続時精算課税制度を導入しました

が、あまり使っていただけていません。年間

110万円の控除枠が使えない点が大きいと考え

られるので、今回の改正で使えるようにしまし

た。同制度を積極的に使っていただければと思

います。

また、資産家の方にとって、贈与の方が得と

いう点も埋めていかなければいけません。ヨー

ロッパ諸国のように、相続前の生前贈与の加算

期間を10年にするなど、加算期間は長い方が良

いという意見もあります。しかし、実務対応の
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観点や、帳簿保存義務や脱税に係る更正期間が

7年 ということを考えますと、当面は、暦年課

税制度の加算期間は7年 として、節税的な贈与

に一定の制限を加えることで、税の公平性を保

つ手当てをしました。           _

Q5 与党の税制改正大綱 (令和4年
12月 16日 )には、退職金や私的年金に関す

る具体的な税制案の検討を進めることが示

されています。どのような方向性が考えら

れますか。

>私的年金・退職金税制等の対応を遠くない時

期に検討

現時点では、具体的な検討案はありません。

しかし、私的年金や退職金の税制の問題点は政

府の税制調査会でも検討していただいており、

どこかできれいな形に整えないといけない認識

はあります。それほど遠くない時期、令和 6年

度の税制改正も含めて、しっかりと検討しない

といけないと思っています。

Q6 同大綱には、地方税の外形標準

課税の適用対象法人のあり方について、引

き続き慎重に検討を行うことが示されまし

た。検討の方向性を教えてください。

>課税逃れの減資に対応する制度を今年も検討

外形標準課税は、資本金 1億円超の大企業が

対象になっています。しかし、明らかに規模が

大きい企業が資本金を引き下げて課税を免れて

いる事例が散見されます。外形標準課税が始

まってから、その対象企業は3分の 1程減少し

ています。

根本的に大企業と中小企業の線引きを変える

ということも、頭の体操としてはありますが、

国税にも影響しかねず、ハレーションが大きい

Iθ

話になります。明らかに、課税逃れを目的とし

た減資に限って外形標準課税の適用を継続する

ことができるのか。様々な議論が行われていま

すが、昨年の暮れには、まだ関係者の間で合意

を得られていない状況でした。

悪意のない減資に影響を与えない形でどのよ

うな手当てができるのか、今年も引き続き検討

し、結論が得られれば改正します。

Q7 同大綱の検討事項として、優良

な電子帳簿の普及等のための措置等につい

て更なる検討を行うことが示されていま

す。今後の展望を教えてください。

>実態を踏まえながら優良な電子帳簿の普及進

める

電子帳簿が広範囲で普及し、その中身も急速

に進歩してきています。しっかりとした優良な

電子帳簿を皆さんに使ってもらうことが理想で

す。ただ、零細企業はどうなのか、また、大企

業といえども領収書等をはじめ、紙の文化は根

強くあります。その現実を踏まえながら、なる

べく電子帳簿を使いしっかりとした記帳を実現

することが使命です。

電子化を実態より先に進めすぎると、色々な

問題が起きますが、ある程度先へと誘導しない

と後に続きません。徐々に、優良な電子帳簿の

普及等を進めていく形になると思います。

「
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Q8 昨年のインタビューで、令和 5

年度改正では、未来への投資に消極的な企

業は増税し積極的な企業には減税する税制

を検討すると話されていました (NQ3696)。

>企業の教育への積極的関与を促す措置も

法人税率を引き上げたうえで、積極的な投資

に対しては大幅な減税を行い、投資をしない場

合には増税となる枠組みを作りたいと思ってい

ました。しかし、防衛力強化に係る税財源の話

が浮上し、大きなしかけを作る状況ではなくな

りました。

今年は、「人への投資」として、未来の日本

に必要な人材を育てる教育機関を作る観点で、

大学や高等専門学校、専門学校の創設に企業が

寄附金を支出しやすくなるよう、個別審査を経

ずにその全額を損金算入できる措置を導入しま

した。民間企業が主導して教育機関を創設しや

すくする仕組みです。企業の方にはぜひ利用し

ていただきたいと思います。

編集部 本日はお忙しいところありがとうござ
いました。
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